総政第55号様式
（第３条第２項、第５条第１項、第14条）

事業計画（実績）、交付金交付申請額算出及び経費の配分調書事業計画（実績）及び経費の配分
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　注１　この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要する経費に係る交付金の交付を申請し、又は当該交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。
　　２　「費目」欄には、工事費の内訳（純工事費、測量及び試験費、船舶及び機械器具費、用地費及び補償費、換地費、全体実施設計費、工事雑費等）及び事務費を記載すること。
　　３　「工種」欄には、農業用用排水施設、暗きょ排水、農道、客土、区画整理、農地造成、営農用水、農地保全施設等を記載すること。
　　４　「備考」欄の面積の水田、畑地又はその他には、当該地区のそれぞれの受益面積を記載すること。
　　５　「備考」欄の施行年度には、当該地区が事業に着手した年度及び事業の完了を予定している年度を記載すること。
　　　なお、全体実施設計期間があるものにあっては、上段にその年度を括弧書きで記載すること。
　　６　「備考」欄の工期には、当該年度の工事の着手及び完成の予定年月（実績報告の場合は、着手及び完成の年月）を記載すること。
　　７　「備考」欄の予定管理者には、当該事業によって造成される施設の予定管理者を記載すること。
　　８　「備考」欄には、事業主体ごとに、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金額　　円」と、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含む税額」とそれぞれ記載すること。
　　９　交付事業の内容の変更、経費の配分の変更等の承認申請（以下「交付事業変更承認申請」という。）の場合は、変更前の事業量及び事業費を下段に括弧書きで記載すること。
　　　　なお、実績報告の場合で、最終の交付事業変更承認申請と事業費が異なる場合には、当該最終交付事業変更承認申請の事業費を下段に括弧書きで記載すること。
　　10　交付金の交付申請の場合には実施設計書、交付事業変更承認申請の場合には変更実施設計書、実績報告の場合には出来高設計書を添付すること。
